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Ⅰ は じ め に
１ シェアリングにみるサービスの進化
過去10年間，ネットワークが市場を占有し，所有権の他に取得と消費の代替モードが出
現してきた（Bardhi and Eckhardt 2012）。2015年には，「シェアリングエコノミー」とい
う用語が，資産またはサービスがインターネットを介して無料，あるいは有料で，個人間























































る主な要因として金銭的動機と社会的動機が提示されており（Habibi et al. 2016），それ
ぞれの動機があるかないかの次元で分類すると４つに類型化される。先述した車で場所を
移動する手段は，図２のように分類されるだろう。Uberでは金銭的動機と社会的動機の
両方が確認されている（Habibi et al. 2016）。
一方，Bardhi and Eckhardt（2012）は，所有権の移転が伴わない市場を介する取引を
Access-Based Consumptionと定義している。accessは，所有権，シェアリングとは対照













































































































































































に影響を与えている（Habibi et al. 2016）。例えば，Airbnbはホテルの代替として消費者
に認識されており（Habibi et al. 2016, Rudmin 2016），車や家などかつては価値とされた
製品カテゴリーの所有権は減少している（Rudmin 2016）。消費者は，Zipcarや Airbnb，
























































































2016）。CSSは自家用車の代替として利用されているが（Belk 2010, Bardhi and Eckhardt














































































合とは異なる利用と消費が想定される（Bardhi and Eckhardt 2012）。このように，目的や
提供物を構成する主な財の間の代替関係を生む，あるいは財が選択される要因
保有費用 利用状況の不確実性 利用回数 情報利用能力
自家用車所有 － ー ＋






























































度数 101 353 454
期待度数 84.0 370.0 454.0
自家用車所有状況の％ 22.2％ 77.8％ 100.0％
以前は所有していたが，
手放した
度数 23 205 228
期待度数 42.2 185.8 228.0
自家用車所有状況の％ 10.1％ 89.9％ 100.0％
もともと所有していない
度数 19 72 91
期待度数 16.8 74.2 91.0
自家用車所有状況の％ 20.9％ 79.1％ 100.0％
合 計
度数 143 630 773
期待度数 143.0 630.0 773.0





































































































年齢 ＊＊ 0.056 0.945
専業主婦（主夫） ＊＊ 2.451 0.086
パート（アルバイト） ＊ 1.561 0.210
未婚 ＊ 0.616 0.540
世帯年収 0.111 1.118
駐車場 自宅にある NA NA
駐車場所有状況 ある ＊＊ 0.999 0.368
車利用目的 レジャー 0.013 1.013
車利用目的 買い物 NA NA
車利用目的 通勤・通学 ＊＊ 1.188 0.305























SPSS PROCESS ver. 3.0（Hayes 2018）のModel 3を使用した（図９）。回帰式（１）の結




























































D1 自家用車所有状況（１） ＊＊ 1.0000 2.7862
D2 自家用車所有状況（２） ＊＊ 2.3406 4.6366
W レジャー ＊＊ 1.3072 4.1685
D1*W 自家用車所有状況（１）×レジャー 交互作用 ＊＊ 1.3087 3.0230
D2*W 自家用車所有状況（２）×レジャー 交互作用 ＊＊ 2.0196 3.2657
Z 仕事 ＊ 1.1667 2.2376
D1*Z 自家用車所有状況（１）×仕事 交互作用 0.5000 0.4976
D2*Z 自家用車所有状況（２）×仕事 交互作用 ＊ 2.6263 2.5781
W*Z レジャー×仕事 交互作用 ＊＊ 1.9524 3.3568
D1*W*Z 自家用車所有状況（１）×レジャー×仕事 交互作用 2.0788 1.6302
D2*W*Z 自家用車所有状況（２）×レジャー×仕事 交互作用 2.6171 1.6294
＊＊ p＜0.01，＊p＜0.05
CSS利用頻度：1：年に１日未満，2：年に１日程度，3：年に 2～3日程度，4：半年に 2～3日程度













































































































1）政府 CIOポータル シェアリングエコノミー促進室 HP：https://cio.go.jp/share-eco-center/
（2020年９月１日アクセス）を参照。
2）総務省 平成30年 情報通信白書 ICT白書 人口減少時代の ICTによる持続的成長
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/h30.html（2020年９月１日アクセス）参
照。
3）総務省 平成30年 情報通信白書 ICT白書 同掲サイト参照。
4）財の分類とその導出過程についての説明は，山本（1987），Rathmell（1966）などを参照。
5）公益財団法人 日本自動車教育振興財団 情報誌 Traffi-Cation（2013）
http://www.jaef.or.jp/6-traffi-cation/img/TC_34_t.pdf（2018年４月４日アクセス）を参照。
6）Hayes（2018）, p. 585のModel 3を参照。自動車利用の目的がレジャーのみ，仕事のみの場
合と，レジャーと仕事の両方の場合とでは，自家用車所有状況が CSSの利用頻度に与える影
響は異なることが想定されるため，Model 3を選択した。
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